
財務諸表の公開状況の調査結果について 

■平成２５年５月の規制改革会議からの要請を受け、厚生労働省より社会福祉法人に対して、平成２４年度の財務諸表を公表 
 するよう指導するとともに、各所轄庁に対しても、所管する社会福祉法人の平成２４年度の財務諸表を公表するよう協力を要 
 請（平成２５年５月末）。 
■平成２５年６月、規制改革実施計画の閣議決定後直ちに、社会福祉法人及び所轄庁に対して平成２４年度の財務諸表の公開 
 状況に係る調査を実施（平成２５年７月末時点）。 
■全国１９，８１０の社会福祉法人のうち、有効回答を得た１９，０１２法人について集計（有効回答率９６．０％）。 

  また、８４６の所轄庁のうち、回答を得た８４４について集計（回答率９９．８％）     ※福島県の一部市を除く 

１．社会福祉法人での公表状況 

＜参考：ホームページでの公表状況＞ 

Ｎ＝１９，０１２法人 

Ｎ＝１９，０１２法人 
ＨＰなしのうち１，５５１法人が来年度中に開設予定 

Ｎ＝１９，０１２法人 
広報誌なしのうち８６１法人が来年度中に作成予定 

２．所轄庁での公表状況 

＜ＨＰ掲載している所轄庁＞ 

Ｎ＝８４４ 

ＨＰ・広報誌
いずれか 
あり 

15,206法人 
80.0％ 

公表 
7,962法人 

52.4％ 

未公表 
7,244法人 

47.6％ 

ＨＰなし 
6,340法人 

33.3％ 

ＨＰあり 
12,672法人 

66.7％ 

公表 
4,876法人 

38.5％ 

未公表 
7,796法人 

61.5％ 

広報誌なし 
8,987法人 

47.3％ 

広報誌あり 
10,025法人 

52.7％ 

公表 
5,325法人 

53.1％ 

未公表 
4,700法人 

46.9％ 

未掲載 
所轄庁 

762（90.3％） 

＜法人数にして
18,614法人＞ 

 

■厚生労働省から各所轄庁に対する協力 
  要請時点ではHP掲載している所轄庁は 
    なし （H25.5月時点） 

 
■未掲載所轄庁の主な掲載理由 
  ・HPのシステム構築に時間を要するため 
  ・法人の了承が得られないため 等 

＜参考＞平成２１年度厚生労働省社会福祉推進費補助金を活用した調査研究事業報告書（平成２２年３月、三菱総合研究所）によると、 
           ホームページがある社会福祉法人は約５割強、そのうちでホームページ上に財務諸表を公開している法人は約３割。 

平成２５年９月３０日（月） 
厚 生 労 働 省 提 出 

＜ホームページ・広報誌いずれかの公表状況＞ 

掲載所轄庁 
82（9.7％） 

＜法人数にして 
1,134法人＞ 

＜参考：広報誌での公表状況＞ 

ＨＰ・広報誌 
いずれも 
なし 

3,806法人 
20.0％ 

資料１－２ 


